
＜第2回 河川内樹木等のバイオマス利用促進セミナー＞
 2025年3月6日（木）14：30～16:00

ライフサイクルGHG排出量の既定値の見直しと
改正クリーンウッド法での河川内樹木の取扱い

一般社団法人 日本木質バイオマスエネルギー協会
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第7次エネルギー基本計画（令和7年2月18日閣議決定）

・2040年度におけるエネルギー需給の見通し

エネルギー需給の見通し
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１．木質バイオマス発電の現状
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木質バイオマス利用に対する期待
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１．木質バイオマス発電の現状

第7次エネルギー基本計画（令和7年2月18日閣議決定）

2040年度エネルギー需給の見通し：
諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在 することを念頭に、複数
のシナリオを用いた一定の幅として提示。
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木質バイオマス発電導入（稼働）容量の推移

MW

■建設資材廃棄物
■一般木質・農作物残さ
■ 未利用材2,000kw以上

■ 未利用材2,000kw未満

529.6
768.5

1,050.6

1,416.9 

1,872.9

2,443.0

3,496.7

2,887.6

3.8 7.4 9.7 17.0 19.5 33.8 24.4 53.2 

4,750.8

5,141.6

61.6 40.1 

資料：資源エネルギー庁公表資料からJWBA作成

木質バイオマス発電の導入容量は、一般木質・農作物残さを燃料とする施設
を主に毎年拡大。間伐材由来の木質バイオマス発電導入量は、全体の11%。

2024年3月時点で、認定容量の63%が稼働。間伐材由来の木質バイオマ
スを燃料とする施設では71%の稼働。

木質バイオマス発電の導入状況
１．木質バイオマス発電の現状
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我が国の燃料材（木質バイオマス）需要量の推移

FIT制度の導入以降、燃料材（木質バイオマス）の需要量は急速に拡大。
木材総需要量の25%が燃料材、その多くは化石燃料の代替エネルギー。

資料：林野庁「木材需給表」

　 図　我が国における燃料材需要量の推移
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１．木質バイオマス発電の現状

資料：林野庁「木材需給表」からＪWBA作成



JWBA Proprietary 7

カーボンニュートラルな燃料である木質バイオマスにあっても、
燃料材の収集、加工、輸送に伴い多くのGHG排出が懸念

FIT/FIP制度の下でサプライチェーン全体でGHG排出抑制を目指す

2022年4月、経済産業省バイオマス持続可能性WG「第2次中間整理」

ライフサイクルGHG導入の背景
2．ライフサイクルGHG既定値の見直し

資料：林野庁説明資料から引用
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考え方：一定の条件を満たすバイオマス発電案件※

ライフサイクルGHGを算定し、
火力発電2030年目標（180ｇ-CO2eq/MJ電力）に比べ
70%（2029年までは５０％）削減すること

2023年度
「木質バイオマスライフサイクルＧＨＧに関する基準」の適用制度の開始

燃料に係るＧＨＧ確認
・輸入バイオマス：第3者認証の取得
・国産バイオマス：証明ガイドラインを活用したＧＨＧ基準への適合確認

 (経過措置：2026年3月までサプライチェーン各社の認定等の取得を猶予）

※・2022年度以降にFIT/FIP認定を受けた1,000ｋＷ以上の案件
・2021年度までのＦＩＴ／ＦＩＰ認定で、2022年度以降に燃料計画の変更認定を受ける
１，０００ｋＷ以上の案件
・対象外の1,000ｋＷ以上案件にあっては、2024年度から自主的取組として実施

ライフサイクルGHGの概要
2．ライフサイクルGHG既定値の見直し
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ライフサイクルGHGの算定方法

国内木質バイオマス
木質チップ、木質ペレットについて、以下の原料種ごとに既定値を設定
①林地残材等
②その他伐採木（燃料生産を主目的に栽培された立木）
③製材等残材

林地残材等：
A マテリアル用材生産の付随的
性格から、栽培工程は算定外

B 収集に係るGHGは算定
C、E 原木、チップ輸送は算定

その他伐採木：
F 栽培工程を算定
G,H 原木、チップ輸送は算定

製材等残材：
I 加工工程以前は算定外
J チップ輸送のみ算定

木質チップの場合
A
B
C

E
D

G

H

I

Ｊ

F

K

2．ライフサイクルGHG既定値の見直し

資料：バイオマス持続可能性WG「FIT/FIP制度におけるバイオマス燃料のライフサイクルGHG排出量の既定値」からJWBA作成
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ライフサイクルGHG既定値の見直し

１．加工工程（破砕）値

（見直し前）

4.39g-CO2eq/MJ

0.63g-CO2eq/MJ

２．輸送工程値

① 1トン車、2トン車の追加

② 内航船の追加

③ 10kmの原単位を設定

工程 林地残材等 その他伐採木 製材等残材

栽培工程 ー 1.11 ー

輸送工程（林地残材収集） 1.65 ー ー

輸送工程（原木輸送） ー

加工工程（破砕）

輸送工程（チップ輸送）

発電

別表を参照

別表を参照

0.41

0.63

令和7年度の算定から適用

2．ライフサイクルGHG既定値の見直し

ライフサイクルGHG排出量

［g-CO2eq/MJ-燃料］

10km原単位

1トン車以上 1.49

2トン車以上 0.95

4トン車以上 0.61

10トン車以上 0.34

20トン車以上 0.22

内航船（空荷の復路を含む） 0.091

内航船（往路のみ） 0.051

輸送方法

ライフサイクルGHG排出量

［g-CO2eq/MJ-燃料］

10km原単位

1トン車以上 1.15

2トン車以上 0.74

4トン車以上 0.47

10トン車以上 0.26

20トン車以上 0.17

輸送方法

原木輸送 チップ輸送

※GHG=輸送距離×10km原単位÷10

資料：資源エネルギー庁「FIT/FIP制度におけるバイオマス燃料のライフサイクルGHG排出量の既定値について（案）及びFIT/FIP制度
におけるライフサイクルGHG計算方法（案）に対する意見募集要領」からJWBA作成
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林地残材収集 原料輸送 チップ加工 チップ輸送 発 電

既定値B
1.65

既定値C
3.01

既定値D
4.39

既定値E
0.81

既定値K
0.41＋ ＋ ＋ ＋

= 10.27 6.26

発電効率が22%の場合のライフサイクルGHG = 10.27 ÷ ２２％ = 46.68
6.26 ÷  22%  = 28.45

ｇ-CO2eq/MJ電力

ライフサイクルGHGの算定例

林地残材を収集して、４ｔトラックで45km離れたチップ工場に運び、チップ加工した上で、チップを20ｔトラックで
48km離れた発電所に輸送する場合のライフサイクルGHGの算定は以下のとおり。

見直し後のGHG値も2030年目標 54ｇ-CO2eq/MJ電力を下回る

0.632.75 0.82

2．ライフサイクルGHG既定値の見直し

※赤文字は見直し後の数値

資料：林野庁説明資料から引用
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バイオマス証明ガイドラインの変更点
2．ライフサイクルGHG既定値の見直し

※燃料使用計画書に燃料区分「一般木質」を含んで事業計画認定を受けている発電所であれば、河川内樹木を
利用しても調達価格に変更はありません（燃料区分２０％以内）。
この場合、燃料使用計画書の燃料名に「河川内樹木」が含まれる形になっていることが必要です。
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3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

クリーンウッド法制定、改正の背景

資料：林野庁説明資料から引用
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改正クリーンウッド法の概要
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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林地残材、製材端材の扱い

森林外から生産された木材は対象外
（河川内樹木、屋敷林など）

① 譲渡する目的で収集した林地残材や製材等残材
② ①が原料である木材等

ただし、対象木材と混合して流通させる場合は
合法性の確認が必要。

3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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義務対象となる事業者の考え方
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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国産材の場合の義務対象の考え方
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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木質バイオマス発電における事業者の位置づけ
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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木材譲り渡しに係る義務、努力義務
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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FIT/FIP認定事業者、建築事業者の取扱い
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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原材料情報の収集・整理義務
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い

資料：林野庁説明資料から引用
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伐採届の活用例
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い
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バイオマス由来証明の活用例
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い
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バイオマス証明を兼ねた納品書の活用例
3．改正CW法での河川内樹木の取扱い



ご清聴

ありがとうございました
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